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担う人材の確保や物価上昇等に伴う経費の増加への
対応といった課題にも直面しています。

こうした状況を踏まえ、東京都下水道局では、地
方公営企業として、事業を取り巻く課題に的確に対
応し、施策を着実に推進するため、令和８年度から
令和 12 年度までの５年間を計画期間とする「東京
都下水道事業 経営計画 2026」を令和８年３月に策
定しました（図−１）。

この計画は、令和８年度からの５年間における目
標と取組、財源等を明らかにする「経営戦略」とし
て位置づけるものです。「レジリエンス（強靭性）」
と「サステナビリティ（持続可能性）」の確保を基
本コンセプトに、「強靭な下水道の構築」「脱炭素・
良好な水環境への貢献」「持続可能な経営基盤の確
立」の３つの柱の取組を一体的に実施することで、
強靭で持続可能な下水道の実現を目指しています。

２　‌�経営計画 2026 期間中の‌
財政運営

３つの柱の一つである「持続可能な経営基盤の確
立」を実現していくためには、公営企業の経営の原
点である公共性と経済性を最大限発揮し、最少の経
費で最良のサービスを安定的に提供していくことを
目指して不断の経営効率化に努め、持続可能な財政
運営に取り組むことが重要です。

都では、区部と多摩地域で下水道事業の実施主体
や財政の仕組みが異なります。ここからは、区部と
多摩地域それぞれの財政運営について、財政収支や
経営計画 2026 で掲げた取組方針等を紹介します。

１　‌�「東京都下水道事業 経営計画‌
2026」の策定

東京の下水道は、明治 17 年の神田下水の整備に
始まり、140 年以上首都東京を支える基幹インフ
ラとして、都民生活と都市活動を支え続けてきまし
た。そして今後も都民の安全・安心で快適な暮らし
を将来にわたって守り続けていくことが必要です。

現在の東京都の下水道事業には、施設の老朽化対
策や激甚化する豪雨への対応、首都直下地震に備え
た震災対策、地球温暖化対策など、取り組むべき課
題が多く、また高度化しています。加えて、事業を
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図－１　「東京都下水道事業 経営計画 2026」
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合計 5,662 億円を見込んでおり、その結果、収支
差引過不足額はマイナス 18 億円、累積資金過不足
額は 104 億円となる見込みです。

支出のうち、建設改良費については、物価上昇等
を反映した必要な事業費を見込むとともに、下水道
施設の強靭化や脱炭素の取組等を集中的に進めてい
くため、前年度予算より 555 億円増額させるなど投
資を拡充しており、計画期間５年間では１兆５,550
億円の投資を計画しています。建設改良事業の実施
に必要な財源として、国費の確保に努めるとともに、
これまで残高の縮減に努めてきた企業債を積極的に
活用し資金を確保します。

（２）多摩地域の流域下水道事業
多摩地域の下水道は、都が管理する流域下水道と、

市町村が管理する公共下水道がひとつのシステムと
して機能を発揮しています。

多摩地域の流域下水道事業は、維持管理に要する
経費は、受益者である市町村からの維持管理負担金
によって賄われており、建設改良費は国費を除き、
原則、都と市町村で折半して負担しています。

収入面では、維持管理負担金収入は、多摩地域の
下水道普及率が既に 99% を超えているため、今後、
流入水量の大幅な増加による収入増は見込めない状
況です（図−５）。

一方、支出面では、これまで省エネ機器の導入等、
企業努力による経費削減を続けてきましたが、労務
単価、資材価格、電気料金等の上昇により、維持管
理に必要な経費が増加しています（図−６）。その
結果、近年、維持管理収支は赤字で推移しており、
令和７年度予算において累積資金の不足が見込まれ
ました（図−７）。

こうした状況から、今後も多摩地域の安全で快適
な暮らしと良好な水環境を守るため、安定した事業
運営に向けて、令和８年４月より、維持管理負担金
について、流入水量１㎥当たりの単価を改定前の
38.698 円から 54.241 円に改定いたしました。

（１）区部の公共下水道事業
区部では、都が市町村の立場で公共下水道を管理

しています。区部の公共下水道事業は、雨水の排除
に要する経費は一般会計負担、汚水の処理に要する
経費は下水道料金負担とする「雨水公費・汚水私費
の原則」を踏まえて財政運営を行っています。

まず収入面ですが、経営財源の中心である下水道料
金収入は、コロナ禍の減収からは回復してきたものの、
使用者の節水意識の向上等による小口化の進展などか
ら、今後の大幅な増加は期待できない状況です（図−２）。

一方、支出面では、これまでもコスト縮減等に取
り組んできましたが、労務単価、資材価格、電気料
金等の上昇により、下水道施設の維持管理や建設改
良に必要な経費は増加しています（図−３）。また、
老朽化した施設の再構築や浸水対策、震災対策など、
多くの課題に対応した施策を着実に推進するための
事業費を確保する必要があります。こうした厳しい
経営環境から、区部の財政収支（収支差引過不足額）
は、この５年間マイナスで推移することを見込んで
います（図−４）。

計画の初年度にあたる令和８年度予算について
は、収入面では、下水道料金 1,707 億円、企業債
1,600 億円、一般会計繰入金 1,348 億円など、合
計 5,644 億円を見込んでいます。支出面では、維
持管理費 1,736 億円、建設改良費 2,920 億円など、

図－４　区部下水道事業 財政収支計画

図－２　下水道料金収入の推移（区部）

図－３　維持管理費の推移（区部）
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道施設の強靭化や脱炭素の取組を計画的に進めるた
め投資を拡充しており、前年度予算より４億円増額
させるなど、計画期間５年間では１,440 億円の投
資を計画しています。その財源として、引き続き国
費の確保に取り組みます。

加えて、多摩地域の下水道の強靭化を図るには、
取組を進める市町村への後押しが重要です。市町村
が実施する公共下水道の浸水・地震対策の強靭化の
取組を促進するため、都では令和５年度より市町村
下水道事業強靭化都費補助（補助率１／２）を実施
しています。さらに令和８年度からは、避難所や緊
急輸送道路周辺等の老朽化した下水道管の再構築を
新たに補助対象に追加し、拡充を図っています。

３　‌�持続可能な財政運営に向けた‌
企業努力の取組

将来にわたり安定的に下水道機能を確保するた
め、適切な維持管理と計画的な再構築に取り組んで
いきますが、それを財政面から支えるため、建設・
維持管理コストの縮減や、資産等の有効活用による
収入の確保にも積極的に取り組んでいくことが重要
です。今回の計画では、５か年で総額 860 億円の
企業努力に取り組むこととしています（表−１）。

‌
表－１　企業努力計画額（令和 8～ 12年度）

事項 金額
建設・維持管理コストの縮減 410 億円

資産等の有効活用 450 億円
合計 860 億円

（１）建設・維持管理コストの縮減
まず、コスト縮減については、これまで当局が培っ

てきた知識や経験を活用しながら、新たな技術を導
入すること等により、建設・維持管理コストの縮減
に取り組みます。

建設コストの縮減では、例えばアセットマネジメ
ント手法を活用した設備の再構築として、電気設備
や機械設備の補修を計画的に行い、法定耐用年数を
超える経済的耐用年数で再構築することで、ライフ
サイクルコストを縮減します。また、非開削工法に
よる土砂流入防止対策として、道路を掘らずに工事
を行うことで、道路の掘削や復旧工事が不要となり、
工期の短縮や建設コストの縮減を図っていきます。

また、維持管理コストの縮減では、エネルギー自
立型焼却炉（図−８）等の導入や、省エネルギー型
機器の導入、再生可能エネルギーの活用によって、
電気料金の縮減などに取り組みます。

令和８年度予算において、収入面では、単価改定
を踏まえた維持管理負担金収入 256 億円（前年度
予算より 69 億円増額）など、合計 539 億円を見込
み、支出面では、維持管理費 260 億円、建設改良
費 209 億円、市町村下水道事業費 41 億円など、合
計 531 億円を見込んでおります。その結果、収支
差引過不足額は８億円のプラス、累積資金過不足額
はマイナス 23 億円となる見込みです。

市町村に丁寧に説明を行い維持管理負担金の単価
改定を行ったところですが、それとともにコスト縮
減の徹底を継続することにより、収支の改善と、計
画期間末において資金不足の解消を図るよう取り組
みます。

また、流域下水道の建設改良費においても、下水

図―５　維持管理負担金収入と流入水量の推移（流域）

図－６　維持管理費の推移（流域）

図－７　流域下水道事業 財政収支計画
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一括して賃貸しています。これにより、土地の貸付
料に加えて、オフィスフロアの賃料を安定的に収入
しています（図−９）。

また、「常盤橋街区再開発事業」では、東京駅日
本橋口前の常盤橋街区での再開発プロジェクトに地
権者として参画し、地区全体のまちづくりに貢献し
ます。令和４年度には、老朽化したポンプ所の再構
築が完了し、その上部を下水道事務所や研修所等と
して活用しています。再開発ビル「Torch　Tower

（トーチタワー）」が令和 10 年度に完成した後は、
保有する権利床を民間事業者に貸し付け、収入を確
保していく予定です（図−10）。

そのほか、下水道事業において利用するまでの期
間が長期にわたる土地や、狭あいな管路用地の有効
活用にも取り組んでいます。さらに、当局が所有す
る資産の活用可能性について、民間事業者の意見を
聴くなど、市場動向を踏まえた更なる検討を行って
いきます。

４　‌�東京下水道の持続可能な‌
財政運営

ここまで、「経営計画 2026」に掲げた「持続可
能な経営基盤の確立」について、区部・流域それぞ
れの財政運営と、企業努力によるコスト縮減、資産
等の有効活用の取組を紹介させていただきました。
「持続可能な経営基盤の確立」に向けては財政面

だけでなく、事業の継続的な運営に資する人材確保
に向けた取組を強化するほか、ＡＩ等の先端技術の
積極的な活用も含め、ＢＰＲ（業務プロセスの最適
化）を徹底するなど、ＤＸによる仕事の進め方の見
直しを進めていきます。さらに、効率的な施設の運
転管理を支援する技術や、機器点検、保全管理の省
力化技術など、新たな技術開発にも取り組みます。

東京都下水道局は、都民生活や首都東京の都市活
動を支え続けていくため、下水道施設の維持管理に
万全を期すとともに、老朽化対策の集中的な推進や、
浸水対策・震災対策等の強靭化施策、脱炭素化に向
けた施策など、経営計画に掲げた様々な事業を推進
していく必要があり、そのためには、不断の経営効
率化に努め、持続可能な経営基盤の実現に取り組む
ことが必要です。

新たな経営計画に基づく事業を推進していくた
め、収入の動向や物価上昇など下水道事業の経営を
取り巻く様々な状況変化にも適切に対応しながら、
中長期的な視点をもって、持続可能な財政運営を進
めていきます。

さらには、ＡＩを含むデジタル技術を活用して新
たな技術の開発・導入を進めるなど、更なる事業の
効率化に取り組みます。

（２）資産等の有効活用
次に収入確保の取組として、下水道施設の上部空

間の活用、土地・建物の貸付けや売却、下水熱の利用
など、資産や資源の有効活用に積極的に取り組みます。

具体的には、例えば「芝浦水再生センター上部利
用事業」は、雨天時貯留池の上部に借地権を設定し、
民間事業者に貸し付け、民間事業者が業務・商業ビ
ルを建設し運営するという事業で、平成 27 年に「品
川シーズンテラス」として開業しています。当局は、
土地の貸付けに伴う借地権の設定対価として、ビル
のオフィスフロアの一部を取得し、それを事業者に

図－８　エネルギー自立型焼却炉

図－９　芝浦水再生センター上部利用事業

図－ 10　常盤橋街区再開発事業
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